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１．はじめに 意水準確保（移転同意最低条件）、③新規流入居住

世帯：最低限の要求水準確保、④施工業者：最低利

益確保（利益追求）、等の条件・制約を持つ。これ

らを誘導・調整する機能が必要であると考え、全て

の主体がより高いレベルで満足のいく計画案の策定

を行うために、プランナー機能を導入することとし

た。ここで各計画関連主体間関係を図－１に示す。 

本論文では、近年の社会ニーズの多様化・高度化・

複雑化の進展や、経済不況下での行財政の危機的状

況のもとで、都市地域に居住する人々の日常生活の

基礎をなす居住地・住宅の整備問題に着目し、大都

市縁辺地域である大津・湖南地域での居住者ニーズ

を調査分析・把握し、「地元公共にとっても居住者

にとっても望ましいと考えられる居住地開発事業」

の計画策定システムの構築に焦点を当て研究を進め

たものである。特に、本研究では、効果的・効率的

な事業実施のために、再開発・新規開発を複合事業

化させたり、広域的に連動化させた総合的居住地整

備計画モデルの構築や複合事業モデルの開発を行っ

たりして、この方法論の実証的検討を行った。 

 

係 

《居住地整備計画策定》

均衡案

プランナー機能
による
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　　　　費用支払い

施工　住宅供給

・公共サービス　　　
・都市基盤整備　　

　・居住地供給　
　　・税率等の優遇措置

・居住地需要
　・税金（所得税等）
　　・居住環境に
　　　　対する評価
　　　　・居住地移転に
　　　　　　対する意思表示

　　　　　・地区計画
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２．居住世帯の居住地選択行動に関する検討 

 本研究では、自治体が居住地整備計画を策定する場

合，「再開発地区既存居住世帯は都心再開発に伴う居住地

移転に対してどのような意識を持っているのか」、あるい

は「新規流入者は居住地選択行動においてどのような意

識を持っているか」を把握することは、計画支援情報と

しては大変重要である。そこで、居住地選択行動とし

て、①都心地区で居住、②郊外地区で居住、③他地

域で居住、の３グループの居住行動を想定し、居住

条件に対する考慮と最低要求水準の合成変数を用

いた判別関数を構築することにより、居住地選択行

動メカニズムの明確化を行った。以下に判別関数を

示すこととする。 
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 ３．居住地開発整備計画モデルの定式化の検討 
居住地開発整備計画の策定において各主体は①自治

体：コスト抑制（予算制約）、人口の定住化、市街

地活性化、②再開発地区既存居住世帯：最低限の同 図

キーワード ： 居住地整備（新規開発と再開発） 
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図－１ 本研究における各計画関連主体間関

調整調整
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居住環境評価項目の設定
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－２ 居住地開発整備計画モデルによる分析フロー 

複合事業化・広域連動化 居住地選択行動 
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また、機能計画・施設整備計画レベルの先取り的

検討を行う構想計画段階として必要機能・導入機能

の検討、明確化を行うために機能の種類・水準を設

定しなければならない。以上より、計画支援情報を

入手するツールとして居住地開発整備計画モデルの

定式化を行った。モデル分析フローを図－２に示す。 

（１）居住環境評価尺度のための効用関数の定式化 

 居住世帯が再開発に伴う居住地選択を迫られた

とき、あるいは他地域からの転入や住み替え、結婚等

による新規世帯が発生し、これらの人々が新規居住地を

求めるとき、移転先の居住環境は数多くの要因によ

って総合評価される。そこで、本研究では各種開発

内容に対する評価を定量的に表現するために、非線

形型による効用関数を以下のように定式化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）居住地開発整備計画モデルの定式化 

 自治体は、地方都市における高品質な居住環境水準

を保つため居住者が求める最低水準をクリアする居住地

開発を目指すものとする。さらに、開発業者に対しては、

事業への参画意欲を損なわない程度の適正利益を確

保してやるという配慮も大切である。このような配

慮の上で、事業コストを抑制する無駄のない合理的

な居住地整備計画案の策定を目指すべきであると考

えた。また、居住世帯は、予算制約範囲内で、でき

るだけ高い満足度の得られる居住環境を取得する事

を目的とした行動を選択する仮説を定立した。これ

らの考えのもと、本研究では居住世帯の居住環境評

価による効用関数等を制約条件化した居住地開発整

備計画モデルを以下のように定式化した。 
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４．居住地開発整備計画モデルによる実証的検討 

地域現況調査やアンケート調査、社会経済指標に

もとづいたパラメータ推定結果を使って、地方圏域

である滋賀県大津・湖南地域において実証的検討を

行った。なお、本研究では定量的に扱うことのでき

る敷地面積、公園率、道路率等を計画変数として採

用した。そして、①居住世帯の一定効用確保、②事

業コスト抑制、③他地域へ居住する世帯の最小化等

の考え方にもとづき、各地区の事業を複合化させて行っ

た場合とそれぞれを個別に行った場合に分けてモデル分

析を行った。（ 紙面の関係上、配分結果については講

演発表時に示す事とし、ここでは掲載を省略する。） 

５．おわりに 

 本研究では、都心地区における再開発事業および郊外

地区あるいは市街化農地での新規開発事業を一体的に捉

え複合化事業として整備することを目指した居住地整備

構想作成に焦点を当て、単一事業では対応しきれない問題

を複合化事業によって解決することを目指した居住地整

備計画モデルを構築しモデル分析を行った。分析結果から、

より居住者のニーズに対応するとともに、事業コストを削

減することができた。よって広域で複数の事業を複合化さ

せることは、現在の厳しい行財政運営での有効な事業運営

手段として用いることができると考えられる。
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